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令和６年１２月甲府市議会定例会提出予定案件表 

№ 件   名 内    容 送付予定日 

１ 
専決処分について 令和６年度甲府市一般会計補正予算

（第５号） 

１１月２６日 

２ 
令和６年度甲府市一般会計補正

予算（第６号） 

事業費補正額 ３，０３４，１３６千円 〃 

３ 
令和６年度甲府市地方卸売市場

事業会計補正予算（第１号） 

債務負担行為の設定 〃 

４ 

甲府市職員の修学部分休業に関

する条例制定について 

職員の公務に関する能力の向上に資

するため、大学等における修学のた

めの部分休業制度を導入する。 

〃 

５ 

甲府市職員の高齢者部分休業に

関する条例制定について 

職員の定年引上げを踏まえ、高齢層

職員の勤務形態の選択肢を広げる観

点から、高齢者部分休業制度を導入

する。 

〃 

６ 

甲府市職員の育児休業等に関す

る条例等の一部を改正する条例

制定について 

ワーク・ライフ・バランス推進のた

め、育児を行う職員の勤務形態の選

択肢を広げる育児短時間勤務制度の

導入に関し、関係条例の整備を行う

等 

〃 

７ 

甲府市職員退職手当支給条例の

一部を改正する条例制定につい

て 

雇用保険法等の一部改正に伴い、退

職手当に係る所要の改正を行う等 

〃 

８ 

甲府市児童福祉施設の設備及び

運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例制定につ

いて 

児童福祉施設の設備及び運営に関す

る基準の一部改正に伴い、母子生活

支援施設における入所中の児童に係

る給付金の管理に関し、所要の改正

を行う等 

〃 

９ 

甲府市幼保連携型認定こども園

の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条

例制定について 

幼保連携型認定こども園の学級の編

制、職員、設備及び運営に関する基

準の一部改正に伴い、職員配置に係

る所要の改正を行う。 

〃 

10 

甲府市学校職員給与条例及び甲

府市学校職員の勤務時間等に関

する条例の一部を改正する条例

制定について 

ワーク・ライフ・バランス推進のた

め、育児を行う職員の勤務形態の選

択肢を広げる育児短時間勤務制度の

導入に関し、関係条例の整備を行う

等 

〃 

11 

甲府市道路占用料徴収条例等の

一部を改正する条例制定につい

て 

道路等の占用料の額を改定する。 〃 

12 

甲府市都市公園条例の一部を改

正する条例制定について 

都市公園における利用者の安全及び

快適な利用環境を確保し、並びに有

料運動施設の使用料の額を改定す 

る。 

  〃 

13 

甲府市市営住宅条例の一部を改

正する条例制定について 

子育て世帯等の居住の安定確保等を

図るため、市営住宅の入居者の資格

要件を緩和する等 

〃 

14 

企業職員の給与の種類及び基準

を定める条例の一部を改正する

条例制定について 

修学部分休業制度及び高齢者部分休

業制度を導入する等 

〃 
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令和６年１２月甲府市議会定例会提出予定案件表 

№ 件   名 内    容 送付予定日 

15 

山梨県市町村総合事務組合の共

同処理する事務の変更及び山梨

県市町村総合事務組合規約の変

更について 

山梨県市町村総合事務組合が共同処

理する事務の住民の交通災害共済事

業について、令和７年度を加入募集

の最終年度とし、令和９年度をもっ

て事業を廃止することに伴い山梨県

市町村総合事務組合の共同処理する

事務を変更し、山梨県市町村総合事

務組合規約を変更する協議 

１１月２６日 

16 

山梨県市町村総合事務組合の共

同処理する事務の変更に伴う財

産処分について 

山梨県市町村総合事務組合が共同処

理する住民の交通災害共済事業を廃

止することに伴う財産処分を定める

協議 

〃 

17 

市川三郷町とのやまなし県央連

携中枢都市圏形成に係る連携協

約の締結に関する協議について 

やまなし県央連携中枢都市圏の形成

に係る連携協約を市川三郷町と締結

することに関する協議 

〃 

18 

富士川町とのやまなし県央連携

中枢都市圏形成に係る連携協約

の締結に関する協議について 

やまなし県央連携中枢都市圏の形成

に係る連携協約を富士川町と締結す

ることに関する協議 

〃 

19 
指定管理者の指定について 

 

甲府市地方卸売市場に係る指定 〃 

20 
人権擁護委員候補者の推薦につ

いて 

任期満了に伴う推薦 １ ２ 月 ４ 日 

 

 

専決案件     １件       報告事項    １件 

       予算案件     ２件        

条例案件    １１件      

       人事案件     １件 

       その他の案件   ５件 

 

        計      ２０件 

 
 
 


